
下記の委託業務について、制限付き一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。

以下「施行令」という｡)第167条の６及び静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号。以下「規則」とい

う。）第34条の規定により公告する。

令和５年10月13日

静岡県知事 川 勝 平 太

１ 担当部局

〒420－8601 静岡県静岡市葵区追手町９番６号

静岡県危機管理部危機情報課 静岡県庁別館４階

電話番号 054－221－3694

なお、資料及び様式の配布は全て担当部局にて行う。

２ 競争入札に付する事項

（１） 入札番号

危情第75号

（２） 委託業務名

令和５年度 静岡県地震防災センターWeb見学予約システム開発業務委託

（３） 施行箇所

静岡県内

（４） 業務概要

静岡県地震防災センターWeb見学予約システム開発

（５） 業務期間

契約締結日から令和６年３月31日まで

３ 競争入札参加資格

（１） 次のアからキまでに該当すると認められる者はその事実があった後、２年間は入札に参加できない。

その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても同様とする。

ア 契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して

不正の行為をした者

イ 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しく

は不正の利益を得るために連合した者

ウ 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者

エ 地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当たり職

員の職務の執行を妨げた者

オ 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者

カ 落札決定したにもかかわらず、落札者側の事情により、正当な理由がなくて契約締結に至らなかっ

た者

キ 前記アからカまでに該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に当たり代理人、支

配人その他の使用人として使用した者



（２） 次のアからキまでのいずれにも該当しないこと。

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下イにおいて「法」と

いう。）第２条第２号に該当する団体

イ 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下イにおいて「暴力

団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。ウ及びオからキまでに

おいて同じ。）である者

ウ 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴

力団員等である者

エ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団

の利用等をしている者

オ 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的または積極的に暴

力団の維持運営に協力し又は関与している者

カ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

キ 暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用している者

（３） 次に掲げる条件をすべて満たしていることについての確認を受けたものは入札に参加できる。

ア 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開

始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申

立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。

イ 施行令第167条の４の規定に該当しないこと。

（４） 静岡県情報システム開発等の業務の委託に係る競争入札参加資格者名簿に記載のある者のうち、以下

の登録がある者

ア システム分析（現状分析・問題分析、新システムの概念設計・システム化計画の作成等）

イ システム開発（各種システム・プログラムの設計・開発等（概要設計、入出力設計、コード設計、

ファイル設計、データベース設計、信頼性・安全性設計、プログラム設計、運用テスト等））

ウ システム運用・管理（ハードウェア保守、ソフトウェア保守、セキュリティ管理、コンピュータウ

イルス対応、システム運用要員の派遣等）

（5） 静岡県静岡市内に本社、又は営業所等を有する者であること。

（6） ISMS認証、プライバシーマーク付与適格決定及び国際標準化機構認証登録（ISO9001及びISO14001）

を取得済である者

（７） 令和３年４月１日以降に、施設予約システム又はソフトウェアを自ら構築し、国又は地方公共団体が

管理する施設に導入した実績を有する者

４ 入札に参加する者に必要な資格の確認

本入札に参加を希望する者は、３(3)から３(6)までに掲げる事項を証明する書類を(1)で示す期間に２部

（正本１部、副本１部）を(2)に示す場所まで持参により提出すること。電送による提出は認めない。

（１） 提出期間

令和５年10月13日（金）から令和５年10月19日（木）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前



９時から午後４時まで

（2） 提出場所

上記１に同じ

５ 設計書及び仕様書等（以下「設計図書等」という。）について

（１） 設計図書等の交付

令和５年10月13日（金）から令和５年10月19日（木）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く）

設計書等：担当部局の示す場所で配布する。

６ 入札書

（１） 入札書は、公告又は指名通知に示した日時までに様式第１号により作成し、封印の上、表面に「番

号、何々入札書在中」と明記し、裏面に入札者の住所氏名を記載して公告又は指名通知に示した日時及

び場所において入札箱に投入しなければならない。

（2） 入札参加者は、代理人をして入札させるときは、委任状（別紙）を持参させなければならない。

（3） 入札参加者又は入札参加者の代理人は、当該入札に対する他の入札参加者の代理をすることはできな

い。

（4） 入札参加者は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する者を入札代理

人とすることはできない。

（5） 入札者は、その提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることができない。

７ 入札執行手続等

（１） 入札執行日時

令和５年10月23日（月）午前10時00分

（２） 入札の場所

〒420－8601 静岡県静岡市葵区追手町９番６号

静岡県庁別館５階危機管理センター西

（３） 入札方法

ア 入札書は持参するものとし、郵送又は電送による入札は認めない。

イ 入札書、入札参加資格があることが確認された旨の通知書の写しを提出すること。

なお代理人が入札する場合には、入札前に委任状（別紙）を提出しなければならない。

ウ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に100分の10に相当する額を加算した金額の合計額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）をもって落札金額とする

ので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見

積った契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

エ 入札執行回数は、２回を限度とする。

（４） 入札保証金及び契約保証金

免除

（５） 入札の無効

本公告に示した競争入札参加資格のない者のした入札、入札参加資格確認申請書若しくはその他提



出書類に虚偽の記載をした者が行った入札又は庁舎等管理業務の委託に係る一般競争契約入札心得に

おいて示した条件等に違反した入札は無効とする。

８ 落札者の決定等

(1) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第３項及び施行令第167条の10第１項の規定により予定価

格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。ただし、落札者であっても

契約履行可能と認められないときは、その落札は効力を失う。

(2) 契約書作成の要否

要

（３） 業務工程表の要否

要

９ その他

（1） 契約手続等において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

（2） 照会窓口は原則、担当部局とする。

（3） 現場説明会は行わない。

（4） 申請書又は資料に虚偽の記載をした場合においては、情報システム開発等の業務委託に係る入札参加

等の停止基準（令和３年４月１日施行）に基づく入札参加停止を行うことがある。

（5） 競争入札参加資格の認定を受けていない者も申請書及び資料を提出することができるが、競争に参加

するためには、当該資格の確認を受け、かつ、競争入札参加資格の認定を受けなければならない。

（6） 落札決定後に入札参加停止措置があった場合の取扱いについては、以下のとおりとする。

ア 落札決定後から契約締結までの間に落札者が静岡県から入札参加停止措置を受けたときは、当該落

札決定を取り消すことがある。

イ アにより契約を締結しない取扱いとした場合については、県は一切の損害賠償の責めを負わないも

のとする。


